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平成 26 年６月３日

株 主 各 位

東京都荒川区西日暮里二丁目 25 番１-702 号

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

取 締 役 佐 藤 洋 治

第３期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第３期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 平成 26 年６月 26 日（木）午前 10 時（受付開始は午前９時 30 分）

２．場 所 東京都荒川区西日暮里二丁目 27 番５号

株式会社ダイナム本部ビル

３．目的事項

報告事項 １．第３期（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査委

員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第３期（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで）

単体計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 株式の割当、発行および取引の包括授権の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 会計監査人選任の件

第４号議案 香港証券取引所上場規則に基づく監査人選任の件
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４．招集にあたっての決定事項

（１）株主様ご本人が株主総会に出席される場合

・会場受付にて株主様ご本人であることの確認をさせていただきます。株主

様ご本人であることの確認は、事前に登録された株主様ご本人の署名を照

合させていただく方法で行いますが、念のため、パスポートまたは運転免

許証その他の本人確認ができる書面もご持参ください。

（２）株主様ご本人が出席されずに、代理人様が出席される場合

・当社から送付した「委任状」用紙に所定の記載をされるとともに、株主様

ご本人が署名してください。株主様ご本人の署名であるかどうかについて

は、事前に登録された株主様ご本人の署名と照合させていただく方法で行

いますので、必ず株主様ご本人が事前に登録された署名を行ってください。

・「委任状」は、代理人様が株主総会当日、所定の記載がされ、株主様ご本人

が署名されたものを会場受付にご持参ください。

・会場受付にて出席される代理人様ご本人であることの確認をさせていただ

きます。パスポートまたは運転免許証その他の「委任状」用紙に記載され

た代理人様ご本人であることの確認ができる書面をご持参ください。

（３）株主様ご本人が出席されずに、株主総会の議長を代理人として選任される場合

・当社から送付した「委任状」用紙に所定の記載（代理人の住所または主た

る事務所および氏名または名称の欄は記入しないでください。）をされると

ともに、株主様ご本人が署名してください。株主様ご本人の署名であるか

どうかについては、事前に登録された株主様ご本人の署名と照合させてい

ただく方法で行いますので、必ず株主様ご本人が事前に登録された署名を

行ってください。

・代理人の住所または主たる事務所および氏名または名称を除く所定の記載

がされ、株主様ご本人が署名された「委任状」を、株主総会開催の日時ま

でに同開催場所に到達するよう郵送いただくか、または株主総会開催の

48 時間前までに当社の株主名簿を管理する Computershare Hong Kong

Investors Services Limited（所在地：17M Floor, Hopewell Centre, 183 Queen’s

Road East, Wanchai, Hong Kong）に提出してください。
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５．その他の注意事項

（１）この招集通知に記載された株主総会の決議事項のすべては投票による決議

に付されます。

（２）2014 年５月 28 日における最終の株主名簿に記載または記録された議決権を

有する株主をもって、株主総会において権利を行使することができる株主

とします。

（３）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の３日前までに、議

決権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により会社にご提出く

ださい。

（４）香港の中央清算決済システム（CCASS）に預託され、香港中央結算有限公司

（HKSCC）の子会社である HKSCC Nominees Limited 名義で登録された当社

株式に関する受益者（CCASS 受益者）は、日本法のもとで当社株主とは認識

されません。CCASS 受益者の権利は、HKSCC Nominees Limited と CCASS 受

益者との間の取り決めおよび CCASS の一般的な運営規則にしたがって行使

されます。

-----------------------------------------------------------------------------------

株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、イン

ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.dyjh.co.jp）に掲載させていただきます。



- 4 -

（添付書類）

事 業 報 告
（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(１) 当連結会計年度の事業の状況

事業の経過および成果

＜国際財務報告基準（IFRS）の適用について＞

当社グループは、香港証券取引所上場時より海外向けアニュアルレポートに掲載

している連結財務諸表に国際財務報告基準（IFRS）を適用してまいりましたが、国

内財務報告におきましても IFRS 任意適用要件の緩和を受け、当連結会計年度より

IFRS に準拠して、連結計算書類を作成しております。

当連結会計年度の日本経済は、政府の経済対策や金融政策効果により、企業収益

が改善するとともに個人消費も堅調に推移するなど、景気は緩やかに回復傾向を辿

ってまいりました。また先行きにつきましても、海外景気の下振れリスクや消費税

増税の影響が懸念されるものの、雇用情勢の改善による家計の可処分所得の増加や

輸出の持ち直しなどによる持続的な景気回復、デフレからの本格的な脱却が期待さ

れております。

一方、パチンコホール業界の状況は、公益財団法人日本生産性本部発行の「レジ

ャー白書 2013」※によると、平成 19 年以降、100 万人規模で増加傾向を示していた

パチンコ、パチスロの遊技人口について、平成 24 年は前年比 150 万人減の 1,110 万

人と、３年連続で減少となる一方、市場規模を貸玉料で比較した場合、前年比 1,700

億円増加の 19 兆 660 億円となり、平成 15 年から９年間連続した市場規模の縮小か

ら、わずかではありますが、増加に転じております。

このような経営環境の中、当連結会計年度において、グループの組織再編として、

連結子会社であります株式会社ダイナム土地建物、株式会社ダイナム情報処理、株

式会社ダイナムＰトレーディング、株式会社ダイナムアド企画の４社を事業統合し、

株式会社ダイナムビジネスサポートとして新たに発足させました。また、パチンコ

ホール事業を営む連結子会社であります株式会社キャビンプラザを存続会社として、

大黒天株式会社、株式会社オークワジャパンの２社を同社に事業統合いたしました。

さらに、株式会社ダイナムホールディングスが保有しておりました、株式会社日

本ヒュウマップ、株式会社ビジネスパートナーズの株式を取得し、連結子会社とい

たしました。
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海外事業においては、Erin International Co.,Ltd.、北京吉意欧珈琲有限公司、

Rich-O Korea Co., Ltd.の３社を Dynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香港有限公

司）の子会社化いたしました。さらに、カジノ事業等を営む Macau Legend Development

Ltd.（マカオ・レジェンド社）の香港証券取引所 IPO に際して、同社株式 35 百万米

ドル相当の引受を実施し、日本におけるカジノ開設機運の高まりを背景に、カジノ

ビジネス参入を視野に入れた情報収集を本格化いたしました。なお Macau Legend

Development Ltd.に対して、より一層の関係強化のため、平成 26 年１月に、50 百万

米ドル相当の追加投資を行っております。

当社グループのコアビジネスであるパチンコホール事業は、近年射幸性の高いハ

イリスク・ハイリターンを好むヘビーユーザー層を主な顧客として、店舗の大型化

や過剰な広告宣伝活動による激しい競合状況にありました。しかしながらこれまで

の貸玉４円、貸メダル 20 円のいわゆる既存営業の顧客が減少し、貸玉１円や貸メダ

ル５円などの低貸玉営業の普及が急速に進んでおります。当然のことながら、低価

格で楽しめる低貸玉営業は、高額の負担を強いられる可能性のある既存営業より、

潜在的マーケットは大きいものと考えられます。

当社グループにおきましては、パチンコを「誰もが気軽に安心して楽しめる真の

大衆娯楽に改革する」ことをビジョンに掲げその実現の手段として、積極的に低価

格で楽しめる低貸玉専門店を展開しております。当連結会計年度において 13 店舗の

新規出店を行い、また、貸玉４円パチンコを中心とした店舗から低貸玉専門店への

業態転換を１店舗実施いたしました。これにより低貸玉専門店は 202 店舗となり、

当社グループ全体の店舗数 375 店舗のうち半数を超える店舗が低貸玉専門店となっ

ております。

これらの結果、当連結会計年度における連結業績は以下のとおりとなりました。

営業収入は 1,657 億 54 百万円（前期比 1.1％増）、営業利益は 354 億 59 百万円（前

期比 3.4％増）、親会社の所有者に帰属する当期利益は 213 億 28 百万円（前期比 1.9％

増）となりました。

※ 「レジャー白書 2013」は、公益財団法人日本生産性本部により発行。日本全国の 15 歳～79 歳の男女を

対象に 3,334 人を対象とした余暇意識および余暇活動への参加実態調査。レジャー関連の代表的統計とし

て広く用いられています。
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グループ構成図

（注）1. 平成 25 年４月１日に、パチンコホール運営をサポートする事業会社の再

編として、株式会社ダイナム土地建物を存続会社、株式会社ダイナム情報

処理、株式会社ダイナムＰトレーディング、株式会社ダイナムアド企画の

３社を消滅会社とする４社合併を実施しました。なお、株式会社ダイナム

土地建物は、商号を株式会社ダイナムビジネスサポートへ変更しておりま

す。

2. 平成 25年４月１日に、株式会社ダイナム以外のパチンコホール運営会社の

再編として、株式会社キャビンプラザを存続会社、大黒天株式会社、株式

会社オークワジャパンの２社を消滅会社とする３社合併を実施しました。

株式会社ダイナム

株式会社キャビンプラザ

株式会社ダイナムビジネスサポート

株式会社信頼の森

株式会社関東大同販売

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

Dynam Hong Kong Co.,Limited

（大樂門香港有限公司）

株式会社日本ヒュウマップ

株式会社ビジネスパートナーズ

株式会社チンギスハーン旅行

株式会社ピーインシュアランス

Erin International Co.,Ltd.

Rich-O Korea Co.,Ltd.

北京吉意欧咖啡有限公司
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(２) 重要な企業再編等の状況

①事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

②他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

③吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

④他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

状況

連結子会社であるDynam Hong Kong Co.,Limited（大樂門香港有限公司）によ

る株式の取得により、平成25年４月５日をもってRich-O Korea Co.,Ltd.が、平

成25年５月１日をもってErin International Co.,Ltd.および北京吉意欧珈琲有

限公司が、連結子会社となりました。

平成25年10月１日の当社による株式取得により、株式会社ビジネスパートナー

ズならびに株式会社日本ヒュウマップ、同社の連結子会社である株式会社チンギ

スハーン旅行および株式会社ピーインシュアランスが連結子会社となりました。

(３) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資は総額 94 億 76 百万円であり、パチンコホール

事業における新規出店および業態転換にともなう建物、構築物、工具器具備品等

の取得が主なものであります。

(４) 資金調達の状況

当連結会計年度における新たな資金調達はありません。なお、当社グループでは

CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、グループ各社の資

金を集中管理することにより、資金の効率化と有利子負債の削減を図っており、

当連結会計年度末における有利子負債は 43 億 24 百万円であり、前連結会計年度

末に比し 13 億 29 百万円減少しております。
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(５) 対処すべき課題

①高速出店体制の構築

当社グループでは、平成 35 年３月期 1,000 店舗体制、業界内シェア 10％を

目指し、年間 40 店舗以上の出店が可能な体制づくりに取り組んでおります。

高速出店体制を強固なものとするため、店舗開発機能、出店可能用地に関する

情報収集機能の強化を図ってまいります。

②ローコスト経営の追求

当社グループでは、低貸玉営業に特化した出店を推進しております。低貸玉

営業は、既存営業に比較し営業収入や利益も総じて小さくなるため、よりロー

コストで経営する技術・ノウハウが求められます。当社グループでは、店舗の

標準化による建築資材の効率的な購入、商品提供力（商品品質）の強化、現場

での日常業務を通じた教育による業務の標準化、単純化の徹底、店舗サポート

組織である本部、統括組織の見直しと適正人員の配置によるスリム化を図り、

ローコスト経営を追求してまいります。

③内部統制の強化

当社グループでは、グループ内部統制委員会を設置し、グループ全体の内部

統制体制の強化に努めております。今後につきましても、高速出店体制に即し

た体制整備を推進してまいります。
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(６) 財産および損益の状況の推移

日本基準

第１期 第２期 第３期
区 分

平成 24 年３月期 平成 25 年３月期
平成 26 年３月期

(当連結会計年度)

営 業 収 入 ( 百 万 円 ) 84,309 162,730 165,243

経 常 利 益 ( 百 万 円 ) 15,436 34,603 35,557

当 期 純 利 益 (百 万 円 ) 8,164 22,049 21,361

１株当たり当期純利益(円) 258.85 31.33 28.76

総 資 産 ( 百 万 円 ) 149,458 161,257 177,848

純 資 産 ( 百 万 円 ) 88,621 120,707 137,588

１株当たり純資産 (円) 2,809.59 162.49 185.22

国際財務報告基準（IFRS）

第２期 第３期区 分

平成 25 年３月期
平成 26 年３月期
(当連結会計年度)

営 業 収 入 ( 百 万 円 ) 163,961 165,754

営 業 利 益 (百万円 ) 34,289 35,459

親会社の所有者に帰属する当期利益 (百万円 ) 20,925 21,328

基 本 的 １ 株 当 た り 当 期 利 益 ( 円 ) 29.73 28.71

総 資 産 ( 百 万 円 ) 167,877 185,732

純 資 産 ( 百 万 円 ) 125,827 142,817

１ 株 当 た り 親 会 社 所 有 者 帰 属 持 分 (円 ) 169.38 192.23

（注）1. 日本基準の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、国際財務報告基準

（IFRS）の記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

2. 平成 24 年６月 21 日付で普通株式１株につき 20 株の割合で株式分割を行いました

が、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純

利益(日本基準)および基本的１株当たり当期利益（国際財務報告基準（IFRS））を

算定しております。

3. 平成 24 年３月期は、当社が、新設分割による新会社のため、平成 23 年９月 20 日

から平成 24 年３月 31 日までの間となっております。

4. 平成 26 年３月期から、会社計算規則第 120 条第１項の規定により国際財務報告基

準（IFRS）に準拠して連結計算書類を作成しております。

5. 平成 25 年３月期については、平成 26 年３月期の比較情報として国際財務報告基準

（IFRS）に準拠した諸数値を記載しております。平成 25 年 3 月期の国際財務報告

基準（IFRS）に準拠した諸数値は、会計監査人による監査を受けておりません。

6. 平成 26 年３月期の日本基準に準拠した諸数値は、会計監査人による監査を受けて

おりません。



- 10 -

(７) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社との関係

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

（平成 26年３月 31 日現在）

会 社 名 資本金
議決権
比率(%)

主要な事業内容

株 式 会 社 ダ イ ナ ム 5,000 百万円 100 パチンコホール経営

株式会社キャビンプラザ 10 百万円 100 パチンコホール経営

株式会社ダイナムビジネス
サポート

1,020 百万円 100
不動産管理、店舗開発、
広告宣伝

株式会社日本ヒュウマップ 100 百万円 100 飲食、清掃

Dynam Hong Kong Co.,Limited
（大樂門香港有限公司）

500 百万香港ドル 100
アジア圏での事業への
投資

(８) 主要な事業内容

当社は、純粋持株会社として、グループ全体の経営を統括しております。

当社グループの主要な事業は以下のとおりです。

（平成 26年３月 31日現在）

事業区分 事業内容

パ チ ン コ ホ ー ル 事 業 パチンコホール運営

不 動 産 関 連 事 業 不動産管理、店舗開発

飲 食 事 業 パチンコホールに併設の飲食店の営業

清 掃 事 業 パチンコホールの清掃

投 資 事 業 アジア圏での事業投資
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(９) 主要な事業所

①当社

（平成 26年３月 31日現在）

本 店 東京都荒川区西日暮里二丁目 25 番１-702 号

香 港 支 店
Unit A1, 32nd Floor, United Centre, 95 Queensway,

Admiralty, Hong Kong

②主要な子会社

（平成 26 年３月 31 日現在）

本 店 東京都荒川区西日暮里二丁目 27番５号

店 舗 全国 46 都道府県に 366 店舗株式会社ダイナム

物流センター 全国 14 道県に 14 箇所

本 店 東京都荒川区西日暮里五丁目 21番７号
株式会社キャビンプラザ

店 舗 全国５県に９店舗

株式会社ダイナム ビ

ジネスサポート
本 店 東京都荒川区西日暮里五丁目 21番７号

本 店 東京都荒川区西日暮里五丁目 15番７号
株式会社日本ヒュウマップ

店 舗 全国 46 都道府県に 349 店舗

Dynam Hong Kong

Co.,Limited

（大樂門香港有限公司）

本 店
Unit A1, 32nd Floor, United Centre,

95 Queensway, Admiralty, Hong Kong
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(１０) 従業員の状況

①企業集団の従業員数

（平成 26年３月 31日現在）

従業員数 前期末比増減数

4,775 名 370 名増

（注）1. 従業員数は、就業人員数であり、上記のほか臨時従業員 11,125 名（当連結会計

年度の平均雇用人数）を雇用しております。

2. 従業員数が前期末に比べ 370 名増加しておりますが、主な要因は、当連結会計年

度中に国内４社、海外３社を連結子会社化したことによります。

②当社の従業員数

（平成 26年３月 31日現在）

従業員数 前期末比増減数

33 名 ４名増

（注）1. 従業員数は、就業人員数であります。

2. 当社から子会社への出向者は除き、子会社から当社への出向者を含んでおります。

(１１) 主要な借入先の状況
（平成 26年３月 31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,179

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,453

株 式 会 社 り そ な 銀 行 420

三 井 住友 信託 銀 行株 式 会社 270

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

(１２) その他企業集団の現況に関する重要事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項 （平成 26 年３月 31 日現在）

(１) 発行可能株式総数 2,520,000,000 株

(２) 発行済株式の総数 742,850,360 株

(３) 株主数 145 名

(４) 大株主

当社への出資状況
株 主 名

持株数（千株） 持株比率（％）

HKSCC Nominees Limited 178,663 24.05

佐藤 洋治 162,522 21.88

リッチオ株式会社 95,810 12.90

一般財団法人ワンアジア財団 80,000 10.77

佐藤 公平 55,139 7.42

西脇 八重子 46,896 6.31

佐藤 政洋 39,759 5.35

佐藤 茂洋 39,639 5.34

ダイナムジャパンホールディングス
従業員持株会 18,491 2.49

佐藤 清隆 10,900 1.47

（注）1. 自己株式は所有しておりません。

2. HKSCC Nominees Limited は、香港証券取引所である Hong Kong Exchanges

and Clearing Limited の子会社であり、中央清算決済システム（Central

Clearing and Settlement System）の口座に預託された香港上場株式の名

義株主となっております。

3. 大株主の所有持株数については、実質所有持株数で記載しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(１) 取締役および執行役の状況
（平成 26年３月 31日現在）

氏 名
当社における
地位および担当

重要な兼職の状況

佐 藤 洋 治

取 締 役

取 締 役 会 議 長

指 名 委 員

報 酬 委 員

Dynam Hong Kong Co.,Limited

（大樂門香港有限公司）取締役兼 CEO

一般財団法人ワンアジア財団代表理事

堀 場 勝 英

取 締 役

指 名 委 員 会 議 長

報 酬 委 員 会 議 長

高 野 一 郎
取 締 役

監 査 委 員 会 議 長

弁護士

株式会社光通信 社外監査役

牛 島 憲 明 取 締 役

吉 田 行 雄
取 締 役

監 査 委 員
税理士

加 藤 光 利

取 締 役

指 名 委 員

報 酬 委 員

株式会社エコマテリアル 代表取締役 CFO

トーマス・イップ
取 締 役

監 査 委 員

AIP Partners C.P.A Limited

ﾌﾟﾗｸﾃｨｼﾝｸﾞ・ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ(香港公認会計士)

佐 藤 公 平 代 表 執 行 役 社 長 株式会社ダイナム 代表取締役社長

森 治 彦 執 行 役 株式会社ダイナム 常務取締役

坂 本 誠 執 行 役 株式会社ダイナム 常務取締役

岡 安 静 夫 執 行 役

勝 田 久 男 執 行 役

水 谷 義 之 執 行 役

（注）1. 佐藤洋治氏は、平成 25年６月 25日に代表執行役社長を退任いたしました。

2. 佐藤公平氏は、平成 25 年６月 25 日に代表執行役社長に就任いたしました。

3. 堀場勝英氏、高野一郎氏、牛島憲明氏、吉田行雄氏、加藤光利氏およびトーマ

ス・イップ氏は会社法第２条第 15号に定める社外取締役であります。
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4. 監査委員高野一郎氏は、弁護士の資格を有し、企業法務に精通しており、また

他社で社外監査役をしており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。

5. 監査委員吉田行雄氏は、税理士の資格を有し、税務署長を務める等財務および会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。

6. 監査委員トーマス・イップ氏は、香港公認会計士であり、香港でタックスアドバイ

ザーを勤めており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。

(２) 当事業年度中に辞任した取締役および執行役

執行役 宇野幸治氏は、平成 25 年 12 月 31 日に辞任いたしました。

(３) 報酬委員会による取締役および執行役の報酬等の決定方針および当
該方針の内容

平成 23 年９月 28 日開催の報酬委員会において、以下の内容で、取締役および執

行役の報酬内容の決定に関する方針を決議し、その後、平成 24 年４月 25 日開催の

報酬委員会において、役員報酬および役員賞与の支給方法の改定を決議しておりま

す。

①取締役・執行役の報酬決定に関する事項

同業他社・同等規模の流通業等民間企業の支給水準を勘案の上、年間の報酬

支払い総額枠を報酬委員会が定め、その枠内で個別役員に期待する役割、求め

られる能力および責任に見合った報酬の水準を報酬委員会が設定します。

②取締役の報酬

ア. 固定報酬と業績を反映する役員賞与から構成します。

イ. 固定報酬は、当社グループ各社内での社格および当社グループでの役割、

常勤・非常勤の別、所属する委員会および役位を反映し、従来の報酬水準

を踏まえ、役員報酬ランク（年俸制）を再設定し、役員報酬（年俸制）を

13か月で除した金額を固定報酬として毎月、支給します。

ウ. 役員賞与は、半期の所属する会社の業績達成度と当該役員毎の貢献度に応

じて支給額を決定します。

固定部分と変動部分で構成し、固定部分については、固定報酬１か月相当

分を年２回に分けて、0.5か月相当分ずつを支給します。変動部分はグル

ープ各社の目標経常利益の達成度およびコミットメント評価結果に応じ

て、支給額を決定します。なお、変動賞与は、業績によっては支給しない

場合があるものとします。
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エ. 当社は、平成25年４月25日開催の報酬委員会において、取締役の報酬体系

を見直し、役員退職慰労金制度を廃止することを決定いたしました。廃止

に伴う打ち切り日である平成25年５月31日時点までの在任期間に対応す

る役員退職慰労金については、対象者が当社の取締役を退任した時に支給

することとしています。

オ． 執行役を兼務する取締役には、取締役としての報酬は支給しません。

③執行役の報酬

ア. 固定報酬と業績を反映する役員賞与から構成されます。

イ. 固定報酬は、役位と役割に応じ、従来の報酬水準を踏まえ、役員報酬ラン

ク（年俸制）を再設定し、役員報酬（年俸制）を13か月で除した金額を固

定報酬として毎月、支給します。

ウ. 役員賞与は、半期の所属する会社の業績達成度と当該役員毎の貢献度に応

じて支給額を決定します。固定部分と変動部分で構成し、固定部分につい

ては、固定報酬１か月相当分を年２回に分けて、0.5 か月相当分ずつを支

給します。変動部分は目標経常利益の達成度およびコミットメント評価結

果に応じて、支給額を決定します。なお、変動賞与は、業績によっては支

給しない場合があるものとします。

エ. 当社は、平成25年４月25日開催の報酬委員会において、執行役の報酬体系

を見直し、役員退職慰労金制度を廃止することを決定いたしました。廃止

に伴う打ち切り日である平成25年５月31日時点までの在任期間に対応す

る役員退職慰労金については、対象者が当社の執行役を退任した時に支給

することとしています。

(４)取締役および執行役の報酬等の総額
（平成 25年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで）

支 給 人 数 報酬等の総額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７ 人

（ ６ 人）

5 3 百万円

（ 3 4 百万円 ）

執 行 役 ８ 人 1 4 8 百万円

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 取締役および執行役の報酬等の額には、平成 25 年５月 31 日までの役員退職慰労引当

金繰入額３百万円および当事業年度中における役員賞与引当金の繰入額 19 百万円が含

まれております。

3. 期末日現在、取締役７名（うち社外取締役６名）、執行役６名となっております。なお、

表中には当事業年度中に退任した執行役の報酬等も含まれております。

4. 取締役および執行役に対する金銭以外の報酬はありません。
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(５) 社外取締役に関する事項

①他法人等の重要な兼職状況

４.会社役員に関する事項(１)取締役および執行役の状況の表に記載のとお

りであります。当社と兼任している他の法人等との間には、取引関係等はあり

ません。

②主要取引先等特定関係事業者との関係

ア．社外取締役は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者の業務執行

者になったことはありません。

イ．社外取締役は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者から多額の

金銭その他の財産を受けたことはありません。

ウ．社外取締役は、いずれも当社の取締役・執行役と三親等以内の親族関係はあ

りません。

③当事業年度における主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

堀 場 勝 英

当事業年度に開催された取締役会 17 回、指名委員会８回、報

酬委員会 11 回の全てに出席し、流通・金融業の企業経営者の

観点および見識から、議案審議等に必要な発言を適宜行って

おります。

高 野 一 郎

当事業年度に開催された取締役会 17 回、監査委員会 15 回の

全てに出席し、法律の専門家の観点から、議案審議等に必要

な発言を適宜行っております。

牛 島 憲 明

当事業年度に開催された取締役会 17 回の全てに出席し、金

融・証券業の企業経営者の観点および見識から、議案審議等

に必要な発言を適宜行っております。

吉 田 行 雄

当事業年度に開催された取締役会 17 回、監査委員会 15 回の

全てに出席し、税務・会計の専門家の観点から、議案審議等

に必要な発言を適宜行っております。

加 藤 光 利

当事業年度に開催された取締役会 17 回、指名委員会８回、報

酬委員会 11 回の全てに出席し、製造・金融業の企業経営者の

観点および見識から、議案審議等に必要な発言を適宜行って

おります。

トーマス・

イ ッ プ

当事業年度に開催された取締役会 16 回、監査委員会 15 回に

出席し、税務・会計に関する専門家の観点から、議案審議等

に必要な発言を適宜行っております。

④責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

(１) 会計監査人の名称

新橋監査法人、清和監査法人

(２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29 百万円

新橋監査法人 14 百万円

清和監査法人 14 百万円

子会社が支払う会計監査人の報酬等の額 49 百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
78 百万円

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(３) 非監査業務の内容

当社グループは、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務である IT 業務に関するコンサルティング業務を委託し、その対価を支払ってお

ります。

(４) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(５) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障があると判断した場合、監査委員会

の同意を得た上で、または監査委員会の請求に基づいて、会計監査人の解任または

不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

監査委員会は、会計監査人が会社法第 340 条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査委員の全員の同意に基づき監査委員会が会計監査人を解

任いたします。この場合、監査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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６．会社の体制および方針

(１) 業務の適正を確保するための体制の整備

平成 25 年４月 25 日開催の取締役会において、以下のとおり、「業務の適正を確保

するための体制の整備に関する基本方針」を決議しております。

監査委員会の職務遂行のための必要な体制ならびに執行役の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための

体制

株式会社ダイナムジャパンホールディングスは、会社法第 416 条第１項第１号ロ

およびホならびに会社法施行規則第 112 条に掲げる内部統制につき次の体制を整備

し、かかる体制を継続的に評価し、適宜改善するものとする。

１．執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

執行役は、文書管理に関する規程を定め、執行役の決裁を必要とする事項、取

締役会の承認を必要とする行為、その他の執行役の権限内の行為に関する情報を

保存・管理する。

執行役は、取締役、監査委員会、会計監査人の要請があった場合、これらに係

る文書（電子文書を含むものとする。）の情報を開示することができる体制を整

備し、運用する。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

執行役は、事業報告会議においてグループ各社の経営状況を正確に把握し、経

営課題を抽出・整理し、その対策の策定とその進捗状況を管理する。かかる過程

において、予見されるビジネスリスクを継続して把握し、必要な諸施策を講ずる。

執行役は、経営戦略会議においてグループ全体の重要な経営課題に係る業務執

行方針を定め、経営戦略会議の下にグループ内部統制委員会およびグループ危機

管理委員会を設け、損失の危険の管理のための必要な体制の整備と運用を行う。

執行役は、監査部門によるグループ各社の業務手順、作業基準、業務の成果等の

監査結果を精査し、必要な諸施策を講ずる。

３．執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、グループ経営の基本方針を定め、執行役が策定する事業計画・予

算を承認し、その業務執行の迅速性を確保する。

執行役は、事業報告会議におけるグループ全体および各社の経営状態の正確な

把握により、事業計画・予算を通じグループ全体の経営目的と経営目標の達成に

努める。業務執行にあたっては、取締役会規則、執行役業務執行規則その他執行

役の職務と権限に関する社内規程に基づき適正な手続に則って業務の決定を行

う。



- 20 -

４．執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制

執行役は、企業倫理を定めた「ダイナムグループ企業行動憲章」ならびに法令お

よびグループ各社の規則・規程等をグループの役員および社員に継続してグループ

内情報ネットワーク等を通じて周知する。

執行役は、独立した内部通報制度等を活用して、グループにおける法令違反等の

問題の早期発見と適時な対応を行うことに努める。

当社は、市民社会の秩序や安全に威嚇を与える反社会的勢力および団体とは一切

の関係を遮断し、これらの団体からの要求を断固拒否すると共に、これらの団体と

関係のある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わない。また、警察署、顧問弁

護士等との外部専門機関と連携に努め、グループ全社を挙げて毅然とした態度で対

応する。

５．株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

取締役会は、グループの企業価値の最大化を目指し、グループ各社の経営の適法

性とともに経営目的と経営目標の達成（経営の妥当性および効率性）を図るため、

グループ全体の業務執行を監督する。

執行役は、グループ各社と締結する経営管理契約に基づきグループ各社を管理監

督し、その経営目的と経営目標の達成に努める。

執行役は、グループ全体の経営資源を効率的に配分するため、資産管理・評価、

人事、財務、内部統制、法務および情報開示等のグループ全体の諸施策に係る基本

枠組みを整備し、かかる枠組みを継続的に評価し、適宜改善する。

６．監査委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

執行役は、監査委員会の職務を補助する監査委員会業務室に会社の使用人を配置

し、監査委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

７．前号の使用人の執行役からの独立性に関する事項

執行役は、監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する社内規程を設け、監査

委員会業務室の使用人の職務遂行および人事等について独立性を確保するために

必要な事項を定め、運用する。

８．執行役および使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会へ

の報告に関する体制

執行役は、執行役および使用人が監査委員会に報告できる体制を整備し、執行役

および使用人は、経営または業績に重要な影響を及ぼす問題があるとき、監査委員

会に対し都度報告を行う。
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９．その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

執行役は、監査委員会の指名する監査委員に執行役が主宰する経営会議体等に出

席する機会を提供する。

執行役および使用人は、監査委員会または監査委員会の指名する監査委員の求め

に応じ、業務の執行状況を監査委員会に報告する。

内部監査部門の部門長は、内部監査計画等について監査委員会と協議し、グルー

プ業務の監査および内部統制の整備および運用について監査した結果を監査委員

会に報告する。

(２) 会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

(３) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、連結業績に連動した株主への利益還元を重要課題の一つとして位置付け

ております。剰余金の配当につきましては、国際財務報告基準（IFRS）で計算され

た連結当期利益の 35％を下回らない配当を実施することを基本方針としております。

なお、剰余金の配当につきましては、平成 25 年 10 月 29 日開催の取締役会決議に

基づき、１株当たり７円の中間配当を実施いたしました。期末配当につきましては

平成 26 年５月 29 日開催の取締役会において１株当たり７円と決定させていただき

ました。これらの結果、当連結会計年度の配当性向は 48.8％となっております。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（平成 26 年３月 31 日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産） （負債）

非流動資産 非流動負債

有形固定資産 94,605 デリバティブ 83

無形資産 1,408 繰延税金負債 380

売却可能金融資産 15,413 借入金 3,059

繰延税金資産 11,937 リース債務 332

その他の長期資産 11,423 退職給付債務 63

非流動資産合計 134,786 その他の長期負債 1,545

引当金 3,787

非流動負債合計 9,249

流動資産 流動負債

棚卸資産 6,125 買掛金及びその他の債務 20,882

売掛金 563 デリバティブ 47

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 3,875 借入金 1,265

その他の流動資産 5,547 リース債務 869

現金及び現金同等物 34,836 引当金 1,619

流動資産合計 50,946 未払法人税等 8,984

流動負債合計 33,666

負債合計 42,915

（資本）

資本金 15,000

資本剰余金 10,129

利益剰余金 110,943

その他の資本の構成要素 6,725

親会社の所有者に帰属する持分合計 142,797

非支配持分 20

資本合計 142,817

資産合計 185,732 負債及び資本合計 185,732



- 23 -

連 結 損 益 計 算 書

（平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

営業収入 165,754

その他の収入 10,799

営業費用 (135,891)

一般管理費 (4,075)

その他の費用 (1,128)

営業利益 35,459

金融費用 (781)

税引前当期利益 34,678

法人所得税費用 (13,368)

当期利益 21,310

親会社の所有者に帰属する当期利益 21,328

非支配持分 (18)

当期利益 21,310
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連 結 持 分 変 動 計 算 書
（平成 25 年４月１日から 平成 26 年３月 31 日まで）

（単位：百万円）

その他の資本の構成要素

項 目
資本金 資本剰余金 利益剰余金

売却可能金融
資産の公正価値

平成25年４月１日（期首）残高 15,000 10,129 100,180 115

当期利益 - - 21,328 -

その他の包括利益 - - - 5,714

当期包括利益合計 - - 21,328 5,714

子会社の取得 - - - -

その他 - - 21 -

平成25年度配当金 - - (10,586) -

当期変動額合計 - - 10,763 5,714

平成26年３月31日（期末）残高 15,000 10,129 110,943 5,829

その他の資本の構成要素

項 目 為替換算
調整勘定 その他 合計

非支配持分 資本合計

平成25年４月１日（期首）残高 375 28 518 - 125,827

当期利益 - - - (18) 21,310

その他の包括利益 519 (5) 6,228 (7) 6,221

当期包括利益合計 519 (5) 6,228 (25) 27,531

子会社の取得 - - - 45 45

その他 - (21) (21) - -

平成25年度配当金 - - - - (10,586)

当期変動額合計 519 (26) 6,207 20 16,990

平成26年３月31日（期末）残高 894 2 6,725 20 142,817
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連 結 注 記 表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 14社

主要な連結子会社の名称

株式会社ダイナム、株式会社キャビンプラザ、株式会社ダイナムビジネスサポート、

株式会社日本ヒュウマップ、Dynam Hong Kong Co.,Limited(大樂門香港有限公司)）

(2) 会計処理基準に関する事項

① 連結計算書類の作成基準

連結計算書類は、当連結会計年度から会社計算規則第 120 条第１項の規定により、指

定国際会計基準に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定

により、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略しております。

② 重要な資産及び負債の評価基準及び評価方法

ア． 棚卸資産

(ア) 景品

景品は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定されております。正

味実現可能価額とは、通常の事業過程における見積売価から、見積販売費用を控除した

金額であります。原価の算定にあたっては、総平均法を使用しております。

(イ) 貯蔵品

貯蔵品は、パチンコ機及びパチスロ機並びにホール営業で使用される消耗品から構成

され、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定されております。原価の

算定にあたっては、先入先出法を使用しております。

(ウ) 開発事業等支出金

開発事業等に係る支出金は、取得原価と正味実現可能価額のうち、いずれか低い金額

で測定されております。

開発事業等支出金の取得原価には、具体的に特定された原価 (開発原価の総計のほか、

材料、消耗品、賃金、その他の直接費、間接費配賦額及び資本化された借入費用を含む)

が含まれています。正味実現可能価額は、報告対象期間の後に受領予定の販売額から販

売費を控除した金額又は市況に基づき決定しております。完成後は当該資産は帳簿価額

で販売用不動産に再分類されます。

イ．デリバティブ以外の金融資産

当社グループは保有する金融資産を、「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」「満

期保有投資資産」「貸付金及び債権」「売却可能金融資産」の区分に分類しております。こ
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の分類は金融資産の取得目的に基づいて行われます。経営者は金融資産の当初認識時にそ

の分類を決定しております。金融資産の通常の購入及び売却は取引日で認識しています。

取引日とは、当社グループが資産を購入又は売却することを確約した日であります。

(ア)分類

a. 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」は、売買目的で保有する金融資産であ

ります。主として短期間で売却する目的で取得した場合、金融資産はこの区分に分類され

ます。デリバティブも、ヘッジ手段として指定されない限り、売買目的保有に含まれます。

この区分の資産は、12 か月以内に決済される予定である場合に流動資産に分類され、それ

以外の場合は非流動資産に分類されます。当初認識時においては、公正価値で計上され、

取引コストは費用処理しております。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動は

損益として認識しております。

b. 満期保有投資資産

「満期保有投資資産」は、当社グループが満期まで保有する積極的な意図と能力を持っ

て保有する、固定の又は決定可能な支払金額並びに固定の満期が設定されたデリバティブ

以外の金融資産であります。当初認識時においては、公正価値に当該金融資産に直接帰属

する取引費用を加算した金額で認識しております。当初認識後、償却原価で測定する金融

資産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定し、必要な場合には減損損失を控除し

ております。

c. 貸付金及び債権

「貸付金及び債権」は、支払額が固定又は決定可能である、デリバティブ以外の金融資

産のうち活発な市場における相場価格のないものであります。これらは流動資産に分類し

ておりますが、満期が報告期間の末日から 12 か月より後に到来するものについては非流動

資産に分類しております。当初認識時においては、公正価値に当該金融資産に直接帰属す

る取引費用を加算した金額で認識しております。当初認識後、償却原価で測定する金融資

産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定し、必要な場合には減損損失を控除して

おります。

d. 売却可能金融資産

「売却可能金融資産」は、デリバティブ以外の金融資産のうちこの区分に指定されたも

の、又は他の区分に分類されなかったもののいずれかになります。これらは非流動資産に

分類しておりますが、報告期間の末日から 12 か月以内に投資の満期が到来するもの、ある

いは経営者が当該期間内に売却する意図を有するものについては、流動資産に分類してお

ります。当初認識においては、公正価値に取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で

当初認識しております。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括
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利益として認識しております。当該金融資産の認識を中止した場合、あるいは公正価値が

著しく下落した場合にはその他の包括利益を通じて認識された利得または損失の累計額を

利益剰余金に振り替えております。このような投資から獲得した配当は、当該配当が明ら

かに投資原価の回収を示していなければ純損益において認識しております。

(イ) 金融資産の減損

「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」以外の金融資産は、各連結会計年度末

において、減損の客観的証拠があるかどうかを検討しております。金融資産は、金融資産

の当初の認識以降に発生する１つ以上の事象の結果として当該金融資産の見積将来キャッ

シュ・フローが影響を受けているという客観的な証拠がある場合には、減損損失が認識さ

れます。

売却可能金融資産に分類された上場及び非上場株式については、著しく、又は長期に公

正価値が取得原価を下回ることは、減損の客観的な証拠とみなされます。売却可能金融資

産に分類された償還可能証券、ファイナンス・リース債権を含むすべての金融資産に関す

る減損の客観的な証拠には、以下の項目が含まれます。

a. 発行者又は関係者の重大な財政状態の悪化

b. 利息又は元本支払の債務不履行、延滞

c. 発行者が破産する又は財政的再編成を行う可能性が高い

償却原価で評価する金融資産については、減損損失の金額は、資産の帳簿価額と金融資

産の当初の実効金利で割引いた見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額でありま

す。金融資産の帳簿価額は、貸倒引当金を用いて減損損失が計上される売上債権等を除い

て、減損損失額を直接減額しております。売上債権等は回収期日を変更した債権も含め、

回収不能と判断される場合には貸倒引当金が設定され、その後、債権が放棄された場合及

び回収された場合には貸倒引当金を減額しております。貸倒引当金の変動は使用による減

少を除き損益として認識しております。「売却可能金融資産」を除いて、その後の期間で、

減損損失の金額が減少し、減少が減損損失認識後に発生した事象に客観的に関連している

場合には、以前に認識した減損損失は、減損損失を戻し入れた後の投資の帳簿価額が減損

損失を認識しなかった場合の償却原価を超えない範囲で損益を通して戻し入れております。

(ウ) 金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効する、

又は当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合

にのみ金融資産の認識を中止いたします。当社グループが、移転した当該金融資産に対す

る支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する

負債を認識いたします。
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(エ) 金融資産及び負債の表示

金融資産及び負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、純額で決済する

か、又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計

算書上で相殺し、純額で表示しております。

ウ． デリバティブ以外の資本性金融商品及び金融負債

(ア) 資本性金融商品（株式）

当社が発行した普通株式は、資本として分類しており、直接発行費を除いた調達金額で

計上されております。

(イ) 金融負債

金融負債は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融負債」又は「その他の金融負債」

のいずれかに分類されます。

a. 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

金融負債が、トレーディング目的保有又は純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

に指定された場合、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に区分されます。

金融負債は、以下のいずれかの場合に、トレーディング目的保有に分類されます。

(a) 主として短期間に売却又は買戻しを行う目的で取得又は発生させたもの

(b) 当初認識時において、まとめて管理され、かつ、最近における実際の短期的な利益獲

得のパターンの証拠があると識別されたポートフォリオの一部であるもの

(c) デリバティブ（金融保証契約又は指定された有効なヘッジ手段であるデリバティブを

除く）

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に指定された金融負債は、公正価値で測定

され、関連する変動は損益として認識されます。上記を含め、認識された損益は、利息費

用又は評価損益として連結損益計算書に認識されます。

b. その他の金融負債

借入金を含むその他の金融負債は、取引コスト控除後の公正価値で当初測定されます。

当初認識後は、実効金利法を使用した償却原価で測定され、支払利息は、実効金利法で認

識されます。

(ウ) 金融負債の認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、

取消、又は失効となった時に、金融負債の認識を中止いたします。
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(エ) 金融保証契約

金融保証契約の負債は、当初は公正価値で測定され、当初認識後は以下のいずれか大き

い金額で事後測定されます。

a. IAS 第 37 号「引当金、偶発負債及び偶発資産」にしたがって決定された、契約上の債

務の金額

b. 当初認識額から、IAS 第 18 号「収益」に従って認識された累積償却額を控除した金額

エ．デリバティブ金融資産

デリバティブの当初認識はデリバティブ契約を締結した日の公正価値で行い、当初認識

後の再測定も公正価値で行っております。

当社グループでは、金利変動によるリスクをヘッジするために金利スワップ契約を締結

していますが、これに対して有効なヘッジ手段を指定していないためヘッジ会計の適用は

ありません。デリバティブの公正価値の変動額は、連結損益計算書上、損益として認識し

ております。

③ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ア． 有形固定資産

当社グループは、有形固定資産の測定に「原価モデル」を採用しております。

有形固定資産は取得原価から減価償却累計額費及び減損損失累計額を控除した金額で測

定しております。取得原価には、資産の取得に直接付随する費用、資産の解体・撤去及び

設置していた場所の原状回復費用に関する初期見積り費用等が含まれます。

当初取得以降に発生した費用については、その費用が将来の経済的便益が当社グループ

に流入する可能性が高く、金額を信頼性を持って測定することができる場合にのみ、当該

資産の帳簿価額に算入するか個別の資産として認識しております。他の全ての修繕並びに

維持にかかる費用は、発生時に損益認識されます。また、パチンコ機及びパチスロ機はパ

チンコホール営業上の使用目的で設置された時に損益として認識されております。

有形固定資産の減価償却費は、取得原価から定額法及び定率法に基づき、見積耐用年数

経過後の残存価額を控除した金額を償却するのに適切な償却率で計算されております。

主な耐用年数は以下の通りです。

土地は償却しておりません。
建物(建物附属設備を含む) ２-50年
工具器具備品 ４-20年
自動車 ５年

償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末に、見直しを行い、必要に応じて、改定し

ております。

建設仮勘定は建設中の建物及び構造物を表し、原価から減損損失を控除した金額で計上

されております。減価償却は当該資産が使用可能となった時に開始致します。

有形固定資産の処分にかかる利得又は損失は、当該資産の処分金額と帳簿価額との差額

により算出され、損益として計上されます。
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イ．無形資産

当社グループは、無形資産の測定に「原価モデル」を採用しております。無形資産は取

得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で計上されております。償却は

以下の見積耐用年数にわたり定額法で計算しております。

商標権 10年

コンピュータソフトウェア ５年

償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定して

おります。

耐用年数を確定できない無形資産については、償却を行わず、毎期又は減損の兆候が存

在する場合に、その都度、個別に又は各資産生成単位で減損テストを実施しております。

④ 非金融資産の減損

ア．有形固定資産及び無形資産(のれんを除く)の減損

当社グループは、各連結会計年度末に有形固定資産及び無形資産（のれんを除く）の帳

簿価額について、減損の兆候の有無を判定しております。個別資産の回収可能価額を見積

ることができない場合には、当該資産が属する資金生成単位ごとに回収可能価額を見積っ

ております。

回収可能価額は、資産又は資金生成単位の処分費用控除後の公正価値と使用価値のいず

れか高い金額で算定しております。使用価値の算定は、見積将来キャッシュ・フローを、

貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率により、現在価

値まで割引測定しております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合、資産又は資金生成単

位の帳簿価額は回収可能価額まで減額され、損益として認識されます。

減損損失の認識後に戻し入れる場合、当該資産又は資金生成単位の帳簿価額は、修正さ

れた見積回収可能価額まで増額されます。ただし、当該減損の戻入は過年度に当該資産又

は資金生成単位が減損を認識されていなかった場合の帳簿価額を超えない範囲で行われ、

戻入額は、損益として認識されます。

イ．のれんの減損

のれんの減損テストを毎年行っておりますが、減損の可能性を示す事象や状況の変化が

生じた場合には、より高い頻度で行っております。のれんは取得原価から減損損失累計額

を控除した金額で測定しております。

のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ることが期待される資金生成単位に配分さ

れ、減損テストを実施しています。

のれんの減損損失は損益として認識され、その後の期間に戻入れは行われておりません。
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⑤ 引当金の計上基準

引当金は、当社グループの過去の事象の結果によって生じた法的又は推定的債務を現在

有しており、当該債務を決済するのに経済的便益を持つ資源の流出が必要となる可能性が

高く、信頼性のある見積りを行える場合に認識されております。貨幣の時間価値が重要で

ある場合には、引当金の見積将来キャッシュ・フローを現在価値で測定しております。現

在価値の算定には、貨幣の時間価的価値及び当該負債の固有のリスクを反映した税引前の

割引率を用いています。

資産除去債務は、建物・店舗等に対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実績及び

建物及び店舗等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定した使用見込期間等を基礎と

して、各物件の状況を個別具体的に勘案して資産除去債務を見積り、認識・測定しており

ます。将来において経済的便益の流出が予測される時期は、主に各連結会計年度末日より

１年を経過した後の時期であります。

⑥ 従業員給付

ア．短期従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で

費用として計上しております。有給休暇費用については、それらを支払うべき現在の法的

又は推定的債務を負っており、かつ、その金額を、信頼性をもって見積ることができる場

合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識しております。

イ．退職後給付

当社グループは、取締役及び従業員の退職給付制度として確定拠出制度と確定給付制度

を運営しております。

確定拠出制度の退職給付に係る費用は、月額算定基礎額に一定の割合を乗じて算出され

た当該制度への拠出額を、拠出時に費用として認識しております。

確定給付制度については、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並び

に過去勤務費用を、予測単位積増方式を使用して制度ごとに算定しております。割引率は、

将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した

期末日時点における優良社債の市場利回りに基づき算定しております。

数理計算上の差異は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識しておりま

す。すべての過去勤務費用は、純損益で即時認識しております。

⑦ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

ア．機能通貨及び表示通貨

当社グループの各企業の財務諸表は、その企業が事業活動を行う主たる経済環境の通貨

（以下、「機能通貨」）で作成されております。連結財務諸表は、当社の機能通貨及び表示

通貨である日本円で表示されております。
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イ．各企業体における外貨建取引及び残高

外貨建取引は、取引日の為替レートにより機能通貨に換算されます。外貨建貨幣性資産

及び負債は各報告期間の期末日の為替レートで換算されます。この換算によって生じた利

益及び損失は損益として認識されます。公正価値で測定される外貨建非貨幣性項目は当該

公正価値が決定した日の為替レートで換算されます。非貨幣性項目の利益又は損失が損益

として認識される際、当該損益の為替部分は損益として認識されます。

ウ． 在外営業活動体

当社グループの表示通貨と異なる通貨を機能通貨とする全てのグループ企業の経営成績

及び財政状態は、以下の通り表示通貨に換算されます。

- 各財政状態計算書の資産及び負債（取得により発生したのれん及び公正価値の調整を

含む）は、期末日の為替レートで換算されます。

- 各損益計算書の収益及び費用は、平均為替レートで換算されます。ただし、当該平均

為替レートが、取引日における為替レートの累積的影響の合理的な概算値とはいえない

場合には、取引日の為替レートで換算されます。

- 換算結果として生じる為替差額は、資本の構成項目において為替換算調整勘定にて認

識されます。

連結財務諸表において、在外営業活動体に対する純投資の換算から生じる為替差額は、

資本の構成項目の為替換算調整勘定に含まれます。在外営業活動体を売却した場合には、

かかる換算差額は売却損益の一部として連結損益計算書で認識されます。

⑧ 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(3) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

該当事項はありません。
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2. 連結財政状態計算書に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 142,528 百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 担保に供されている資産

当連結会計年度末現在、当社グループの借入金の担保として差し入れられた有形固定資

産の帳簿価格は、27,239 百万円になります。

(3) 資産から直接控除された貸倒引当金 14 百万円

3. 連結持分変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式数

普通株式 742,850,360 株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成 25 年５月 28 日
取締役会

普通株式 5,386 7.25 平成 25 年３月 31 日 平成 25 年６月 26 日

平成 25 年 10 月 29 日
取締役会

普通株式 5,199 7.00 平成 25 年 11 月 14 日 平成 25 年 12 月 12 日

(3)配当の基準日及び効力発生日が翌期となる剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成 26 年５月 29 日
取締役会

普通株式 5,199 利益剰余金 7.00 平成 26 年６月 5 日 平成 26年６月 27日
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4. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループの事業は、市場リスク、信用性リスク、流動性リスク等の様々な財務リス

クに直面しています。当社グループの総合的なリスク管理プログラムは、予測不可能な金

融市場の分析と財務諸表への不利な潜在的影響を最小限に留めることに注力しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

ア．信用リスク

銀行預金、デリバティブ及び自動販売機手数料等の営業債権は、当社グループの金融資

産に関して最も信用リスクに晒されています。当社グループでは、グループの第三者であ

る自動販売機運営業者が適切な信用履歴を有しているか確認する方針を取っております。

当社グループの営業債権は、自動販売機運営業者等に対するものであり、回収条件は通

常 30 日です。当社グループでは未回収の営業債権に対して厳格な管理を行っています。未

回収分は取締役によって定期的に検査されています。

イ．流動性リスク

当社グループでは、流動性、融資条項の遵守、銀行との関係性を定期的にモニタリング

し、短期及び長期の流動性を満たすために、十分な準備金と換金可能な証券、及び主要な

金融機関との適正なコミットメントラインの確保を維持しています。

ウ．市場リスク

(ア)為替リスク

グループ各社のほとんどの事業取引、資産、及び負債は円建てで計上されていますが、

一部の事業取引が香港ドル又は米ドル建てで行われているため、当該取引から生じる資産

及び負債を含め、当社グループの為替リスクが存在します。外貨建取引、資産及び負債に

関して当社グループでは現在、為替変動に対するヘッジは実施しておりません。当社グル

ープでは為替変動の危険性を十分にモニタリングし、必要性が生じれば為替変動に対する

ヘッジを実施します。

(イ)価格リスク

当社グループは、主に上場株式から成る資本性金融商品から生じる株価変動リスクに晒

されています。当社グループは、定期的に投資先の財務状況と株式の公正価値を見直して

います。

(ウ)金利変動リスク

当社グループの金利変動リスクは、銀行預金及び借入金に起因し、預金及び借入金には、

市場の状況によって変動する金利が発生します。
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(2) 金融商品の公正価値に関する事項

連結財政状態計算書に反映されている当社グループの金融資産及び金融負債の金額は、

公正価値によっています。

公正価値は、測定日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するた

めに受け取るであろう価格又は負債を移転するために支払うであろう価格です。以下の公

正価値開示の評価には、公正価値を評価するために用いられる評価技法のインプットを３

段階に分類する公正価値ヒエラルキーを使用しました。

レベル１のインプット:

(無修正)

当社グループが測定日にアクセスできる、類似する資産又

は債務の市場での見積額

レベル２のインプット: 上記の見積額以外で、直接的又は間接的に資産又は債務から

観察できるデータ

レベル３のインプット: 資産又は債務の観察不能なデータ

当社グループは、振替の原因となった事象又は状況の変化が認められた時点で、３つの

いずれかのレベルへの振替、及び３つのいずれかのレベルからの振替を行う方針です。

① 公正価値のヒエラルキー

平成 26 年３月 31 日 (単位：百万円)

分類 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

経常的な公正価値測定

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

香港上場有価証券 3,875 - - 3,875

合計 3,875 - - 3,875

売却可能金融資産

日本上場有価証券 627 - - 627

香港上場有価証券 14,490 - - 14,490

合計 15,117 - - 15,117

金利スワップ - 130 - 130

合計 - 130 - 130

投資不動産

日本市場 - - 745 745

合計 - - 745 745

経常的な公正価値測定合計 18,992 130 745 19,867

当連結会計期間中、レベル１、２、３の間での振替はありませんでした。
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②レベル３ヒエラルキーの調整表

投資不動産

平成 25 年４月１日 769

純損益 (24)

平成 26 年３月 31 日 745

当連結会計年度末日に保有する金融商品に係る利得及び損失の合計 (24)

当連結会計期間中、レベル３からレベル２への変更はありません。

当連結会計年度の純損益に含まれている損失は、連結損益計算書の「その他の費用」に

含まれています。

③当社グループにより用いられた評価プロセス並びに公正価値測定に用いられた評価方法及

びインプットは次のとおりです。

当社グループの財務責任者は、財務報告のために必要な資産及び負債の公正価値の評価

について責任を負っています。財務責任者は、取締役会に直接、公正価値に関する報告を

行っています。評価方法に関するディスカッションは、取締役と財務責任者との間で、少

なくとも年２回は行われます。

当社グループは、レベル２及びレベル３の公正価値の評価について、専門的な資格と経

験を有する外部の評価専門家と契約しております。

ア．レベル２の公正価値測定

平成26年３月31日 (単位：百万円)

分類 評価方法 インプット 公正価値

デリバティブ

-金利スワップ契約

ディスカウント・キャッシュフロー法 スワップレート

割引率

(130)

(130)

当連結会計期間中、用いられた評価方法に変更はありません。
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イ．レベル３の公正価値測定

平成26年３月31日 (単位：百万円)

分類 評価手法

観察可能でな

いインプット

観察可能でないイ

ンプットの範囲

インプットが増加

することによる

公正価値への影響

公正価値

投資不動産 収 益 還 元 法 賃貸料

割引率

賃貸期間

CAP レート

12,358 円/坪-

15,022 円/坪

12.0%

9.1 年–10.5 年 

15.0%

増加

減少

増加

減少 668

取引事例比較法 取引事例価格 166円- 30,189 円/㎡ 増加

個 別 格 差 修 正 率 (* ) 28.0% - 80.0% 増加 77

745

(*) 規模、形状、大きさ及び開発許可の取得可能性等を考慮した調整

当連結会計期間中、用いられた評価方法に変更はありません。

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 192円 23銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 28円 71銭

6. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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7. その他の注記

(企業結合等に関する注記)

(1) 企業結合の概要は以下のとおりであります。

① Erin International Co.,Ltd.

平成 25 年５月１日、当社グループは現金２億 97 百万円(4,400 百万トゥグルク) の対価

で Erin International Co.,Ltd.の株式の 87.61%を取得致しました。同社はモンゴル国に

おいて、国際運送事業、不動産取引及び管理業務並びに住宅の建設及び販売業務を行って

おります。

取得日現在の Erin International Co.,Ltd.の特定可能な資産及び負債の公正価値は以下

の通りです。なお、本公正価値は帳簿価額と重要な相違はありません。

識別可能な取得資産及び引受負債

(単位: 百万円)

資産

有形固定資産 108

棚卸資産 27

売掛金 103

その他の債権 114

現金及び現金同等物 112

資産計 464

負債

買掛金 (1)

その他の債務 (20)

関係会社に対する債務 (80)

負債計 (101)

識別可能な純資産合計 363

非支配持分 (45)

差引 318

割安購入による利得 (21)

移転された対価 297

移転された対価:

現金 297

取得に伴うキャッシュ・フロー分析

現金及び現金同等物による支払い 297

支配を獲得した子会社が保有する現金及び現金同等物の金額 (105)

取得のための支出 (純額) 192
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② 株式会社日本ヒュウマップ

平成 25 年 10 月１日、当社グループは現金 37 億 92 百万円の対価で株式会社日本ヒュウ

マップの株式の 100.00%を取得致しました。

株式会社日本ヒュウマップは当社グループの運営するパチンコホールの清掃事業及びパ

チンコホールに来店するお客様向けの飲食提供事業を主たる事業として展開している会社

です。

取得日現在の株式会社日本ヒュウマップの特定可能な資産及び負債の公正価値は以下の

通りです。なお、本公正価値は帳簿価額と重要な相違はありません。

識別可能な取得資産及び引受負債

資産 (単位: 百万円)

有形固定資産 1,280

無形資産 29

棚卸資産 104

売掛金 1,459

その他の債権 353

現金及び現金同等物 1,525

繰延税金資産 499

資産計 5,249

負債

買掛金 (9)

その他の債務 (906)

負債計 (916)

識別可能な純資産合計 4,332

割安購入による利得 (540)

移転された対価 3,792

移転された対価:

現金 3,792

取得に伴うキャッシュ・フロー分析

現金及び現金同等物による支払い 3,792

支配を獲得した子会社が保有する現金及び現金同等物の金額 (1,525)

取得のための支出 (純額) 2,267
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成 26 年５月 29 日

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

取締役会 御 中

新 橋 監 査 法 人

代 表 社 員

業務執行社員 公認会計士 平 野 秀 輔

代 表 社 員

業務執行社員 公認会計士 小 川 明

清 和 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員 公認会計士 南 方 美千雄

指 定 社 員

業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之

当監査法人は、会社法第 444 条第４項の規定に基づき、株式会社ダイナムジャパンホール
ディングスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、連結計算書類を国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作

成することを認めている会社計算規則第 120 条第 1 項後段の規定により作成し、適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、会社計算規則第 120 条第 1 項後段の規定により国際会計基準で求められる

開示項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、株式会社ダイナムジャパンホ
ールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（平成 26年３月 31 日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 32,403 流動負債 11,828

現金及び預金 12,460 未払金 42

前払費用 205 未払法人税等 76

未収収益 1 未払消費税等 15

短期貸付金 17,895 未払費用 56

未収入金 1,837 預り金 11,616

その他 3 役員賞与引当金 19

固定資産 63,972 固定負債 32

有形固定資産 361 長期未払金 27

建物 154 繰延税金負債 4

工具器具備品 6

土地 200 負債合計 11,860

（純資産の部）

無形固定資産 13 株主資本 84,515

商標権 13 資本金 15,000

その他 0 資本剰余金 55,467

資本準備金 7,133

投資その他の資産 63,597 その他資本剰余金 48,333

関係会社株式 63,291 利益剰余金 14,048

長期前払費用 101 その他利益剰余金 14,048

その他 205 繰越利益剰余金 14,048

純資産合計 84,515

資産合計 96,376 負債・純資産合計 96,376

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

単体計算書類
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損 益 計 算 書
（平成 25年４月 1 日から平成 26年３月 31 日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売上高 11,162

売上総利益 11,162

販売費及び一般管理費 1,106

営業利益 10,055

営業外収益

受取利息 138

為替差益 1,282

その他 20 1,442

営業外費用

資金調達費用 224

その他 0 225

経常利益 11,272

特別損失

固定資産除却損 1 1

税引前当期純利益 11,271

法人税､住民税及び事業税 437

法人税等調整額 4 442

当期純利益 10,828

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

単体計算書類
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株主資本等変動計算書
（平成 25年４月１日から平成 26年３月 31 日まで）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

その他利
益剰余金

繰越利益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

株 主 資 本
合 計

純 資 産

合 計

平成 25 年４月１日残高 13,804 13,804 84,272 84,272

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △10,585 △10,585 △10,585 △10,585

当期純利益 10,828 10,828 10,828 10,828

事業年度中の変動額合計 243 243 243 243

平成 26 年３月 31 日残高 14,048 14,048 84,515 84,515

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 剰 余 金
資本金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

平成 25 年４月１日残高 15,000 7,133 48,333 55,467

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

事業年度中の変動額合計 － － － －

平成 26 年３月 31 日残高 15,000 7,133 48,333 55,467

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

単体計算書類



- 44 -

個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式･･･移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産･･･定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除く）については定額法を採用しております。

無形固定資産･･･定額法を採用しております。

自社利用のソフトウエアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

役員賞与引当金

役員の賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

追加情報

退職給付引当金

当社は、平成26年２月に確定給付制度を廃止し、従前より併用していた確定拠出

制度に一本化しております。 平成26年２月28日時点の確定給付制度債務の残高は、

当期より４年間にわたり、毎年均等に、各従業員の確定拠出制度へ拠出する方針で

す。

当社の当期末の貸借対照表上では、来期以降に確定拠出制度へ拠出する予定の確

定給付制度債務の残高を、固定負債の「長期未払金」として表示しております。

役員退職慰労引当金

当社は、平成25年４月25日開催の報酬委員会において、取締役および執行役の報

酬体系を見直し、役員退職慰労金制度を廃止することを決定いたしました。廃止に

伴う打ち切り日である平成25年５月31日時点までの在任期間に対応する役員退職

慰労金については、対象者が当社の取締役等を退任した時に支給することとしてい

ます。

これに伴い、役員退職慰労引当金は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り

日である平成25年５月31日時点までの在任期間に対応する金額を、固定負債の「長

期未払金」に含めて表示しております。

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

単体計算書類
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）

当社グループの資金効率化を目的としたＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）の利用により、グループ間の融資に関連して、「短期貸付金」 9,270 百万円、「預

り金」 11,611 百万円を貸借対照表に計上しております。

消費税等

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

（1）減価償却累計額

有形固定資産 53百万円

（2）保証債務

他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

株式会社ダイナム 270 百万円

株式会社ダイナムビジネスサポート 4,093 百万円

（3）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 17,902百万円

短期金銭債務 11,626百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引

売上高 11,162百万円

販売費及び一般管理費 64百万円

営業取引以外の取引高 154 百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

連結計算書類の連結注記表「連結持分変動計算書に関する注記」に記載しているため、

注記を省略しております。
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産（流動）

繰延税金資産

未払事業税 3 百万円

未払賞与 14

その他 0

18

評価性引当額 △18

合計 -

(2) 繰延税金資産（固定）

繰延税金資産

関係会社株式 1,100 百万円

その他 10

計 1,110

評価性引当額 △1,110

合計 -

(3) 繰延税金負債（固定）

繰延税金負債

為替換算差益の益金不算入 4 百万円

合計 4
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

関 係 内 容

属 性
会社等

の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割 合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引内容
取 引

金 額
科 目

期 末

残 高

資金の受託
（注 2）

7,974 預 り 金 7,974

利息の支払
（注 2）

1 - -

経営指導料
（注 3）

540 - -

配当の受取
(注 4)

10,580 - -

株式会社
ダイナム

直接
100%

あり 経営管理

債 務 保 証
(注 5)

270 - -

資金の貸付
（注 1）

9,200 短期貸付金 9,200

利息の受取
（注 1）

94 未 収 収 益 0

利息の支払
（注 2）

0 - -

資金の受託
（注 2）

1,076 預 り 金 1,076

経営指導料
（注 3）

15 - -

株式会社
ダイナム
ビジネス
サポート

直接
100%

- 経営管理

債 務 保 証
(注 5)

4,093 - -

資金の受託
（注 2）

936 預 り 金 936

利息の支払
（注 2）

0 - -

株式会社
キャビン
プラザ

直接
100%

- 経営管理

経営指導料
（注 3）

7 - -

資金の受託
（注 2）

1,417 預 り 金 1,417

利息の支払
（注 2）

0 - -

株式会社
日本ヒュウ

マップ
直接
100%

- 経営管理

経営指導料
（注 3）

18 - -

資金の貸付
（注 1）

8,625 短期貸付金 8,625

子会社

Dynam Hong
Kong Co
.,Limited
(大樂門香港
有限公司)

直接
100%

あり 経営管理
利息の受取
（注 1）

41 未 収 収 益 0

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定して

おります。

2. 資金の受託については、受託利率は市場金利を勘案して取締役会にて合理的に決定して

おります。
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3. 経営指導料については、子会社の基本的な経営数値や負担能力を勘案し、客観的基準に

より取締役会にて決定しております。

4. 受取配当金については、持株会社である当社が示す配当基準に準拠し、配当を実施して

おります。

5. 株式会社ダイナム及び株式会社ダイナムビジネスサポートの銀行借入につき、債務保証

を行ったものであります。なお、保証料の受取は行っておりません。

７．企業結合等に関する注記

連結計算書類の連結注記表「企業結合等に関する注記」に記載しているため、注記を

省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産 113 円 77 銭

１株当たり当期純利益 14 円 58 銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成 26 年５月 29 日

株式会社ダイナムジャパンホールディングス

取締役会 御 中

新 橋 監 査 法 人

代 表 社 員

業務執行社員 公認会計士 平 野 秀 輔

代 表 社 員

業務執行社員 公認会計士 小 川 明

清 和 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員 公認会計士 南 方 美千雄

指 定 社 員

業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之

当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイナムジャパン
ホールディングスの平成25年４月１日から平成26年３月 31日までの第３期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びそ
の附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査委員会は、平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日までの第３期事業年度に
おける取締役及び執行役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果に
つき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査委員会は、会社法第 416 条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取
締役及び執行役並びに使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明し、かつ、監査委員会が定めた監査の方針、
職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連係の上、重要な会議に出席し、取締役及
び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しました。子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」(平成 17年 10 月 28 日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告並びに計算書類(貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びそれらの附属明細書並びに連結計算
書類(連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表)につ
き検討いたしました。

２. 監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

二 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役
の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新橋監査法人並びに会計監査人清和監査法人の監査の方法及び結果は
相当であると認めます。

（３） 連結計算書類の監査結果
会計監査人新橋監査法人並びに会計監査人清和監査法人の監査の方法及び結果

は相当であると認めます。

平成 26 年５月 29 日

株式会社ダイナムジャパンホールディングス監査委員会

監査委員 高 野 一 郎

監査委員 吉 田 行 雄

監査委員 トーマスイップ

（注）１. 監査委員全員は、会社法第２条第 15号及び第 400 条第３項に規定する社
外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 株式の割当、発行および取引の包括授権の件

日本および香港の適用法令ならびに香港証券取引所上場規則下の義務

を遵守することを条件として、株式または株式に転換可能な証券の随時の

発行、割当および取引、ならびに本授権期間中またはその終了後の株式の

割当、発行に繋がり得る申出、合意およびオプションの付与のために、関

連期間（以下に定義される。）内において会社の全ての権限を行使するこ

とを、取締役会に対して包括的かつ無条件に授権すること（当社の株主に

対するその持株比率（端株を除く。）に応じた割当または新株予約権の割

当・発行に係る取決めに基づく場合を除く。）。ただし、当該授権によって

発行される株式（条件付か無条件かを問わない。）の総数は、本決議の日

付現在での発行済株式総数の 20％を超えないものとする。当該授権は、関

連期間（以下に定義される。）において有効となり続けるものとする。

「関連期間」とは、本決議の日から以下のうち最も早い時までの期間

を意味する。

１．本議案可決後の会社の次回定時株主総会の閉会時

２．本議案可決から 12 か月経過後

３．本議案で定めた権限が株主総会の特別決議で取消され、または変更

された場合、かかる取消し、変更があった日
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第２号議案 取締役８名選任の件

本株主総会終結の時をもって、取締役７名全員は任期満了となります。

つきましては、指名委員会の決定に基づき取締役８名の選任をお願いする

ものであります。

取締役候補者は次のとおりであり、このうち、堀場勝英、高野一郎、牛

島憲明、吉田行雄、加藤光利およびトーマス・イップの６氏は、会社法施

行規則第２条第３項第７号の社外取締役候補者であります。

候補者

番 号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

昭和 45 年 １月 佐和商事㈱（現 ㈱ダイナム）入社

昭和 53 年 ９月 同社 代表取締役社長

平成 12 年 ６月 同社 代表取締役会長

平成 15 年 ４月 ㈱ダイナム綜合投資（現 ㈱日本ヒュウマ
ップ）代表取締役社長

平成 19 年 ３月 ㈱ダイナムホールディングス 取締役兼
代表執行役社長

平成 21 年 12 月 一般財団法人ワンアジア財団 代表理事
（現任）

１
佐
さ

藤
とう

洋
よう

治
じ

(昭和 20 年９月 24 日生)

平成 23 年 ９月

平成 25 年 １月

平成 25 年 ６月

当社 取締役兼代表執行役社長

Dynam Hong Kong Co.,Limted CEO（現任）

当社 取締役（現任）

162,522,560 株

昭和 58 年３月 ㈱アドバンテスト 入社

昭和 60 年６月 日本コダック㈱ 入社

平 成 ７ 年 ６ 月 ㈱ダイナム 入社

平成 10 年６月 同社 取締役 経営企画室管掌

平成 11 年４月 同社 取締役 営業部管掌

平成 12 年６月 同社 代表取締役社長（現任）

平成 25 年１月 当社 代表執行役

※

２
佐
さ

藤
とう

公平
こうへい

(昭和 29 年 11 月 26 日生)

平成 25 年６月 当社 代表執行役社長（現任）

55,139,680 株

平成 ６年 ３月 ㈱ダイエー取締役経理本部長

平成 ７年 ５月 ㈱オーエムシーカード（現 ㈱セディナ）
専務取締役

平成 ７年 ６月 ダイエーグループ経営政策会議理事（兼任）

平成 11 年 ２月 大栄商事㈱（現 ㈱セディナ）取締役副会
長

平成 13 年 ６月 アイフル㈱ 専務取締役グループ CFO
兼㈱ライフ 取締役

平成 18 年 10 月 ㈱ダイナムホールディングス 取締役

３ 堀
ほり

場
ば

勝
かつ

英
ひで

(昭和 19 年５月 16 日生)

平成 23 年 ９月 当社 取締役（現任）

0 株
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候補者

番 号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

昭和 62 年 ４月 弁護士登録

平成 ４年 ４月 東京永和法律事務所 入所

平成 17 年 ６月 ㈱光通信 監査役（現任）

平成 18 年 10 月 ㈱ダイナムホールディングス 監査役

平成 19 年 ３月 同社 取締役

平成 20 年 ７月 高野法律事務所 開設（現任）

４
高
たか

野
の

一
いち

郎
ろう

(昭和 31 年５月８日生)

平成 23 年 ９月 当社 取締役（現任）

20,000 株

昭和 48 年 ４月 東京証券取引所 入所

平成 16 年 ６月 ㈱ジャスダック 取締役兼執行役員

平成 18 年 ７月 ㈱ジャスダック・システムソリューション
顧問

平成 20 年 ３月 ㈱ダイナムホールディングス 取締役

５ 牛
うし

島
じま

憲
のり

明
あき

(昭和 25 年５月 12 日生)

平成 23 年 ９月 当社 取締役（現任）

838,000 株

平成 16 年 ７月 横浜中税務署長

平成 17 年 ８月 税理士登録

同 吉田税理士事務所 開設（現任）

平成 18 年 ４月 東洋大学大学院 客員教授

平成 20 年 ６月 ㈱ダイナムホールディングス 取締役

６ 吉
よし

田
だ

行
ゆき

雄
お

(昭和 21 年５月 13 日生)

平成 23 年 ９月 当社 取締役（現任）

140,000 株

昭和 57 年 ４月 ㈱東京銀行（現 ㈱三菱東京 UFJ 銀行）
入行

昭和 63 年 ４月 金東財務有限公司 外部派遣

平成 ２年 ３月 インドスエズ銀行（現 クレディ・アグリ
コル・コーポレート・アンド・インベスト
メント・バンク）入行

平成 ３年 ４月 同行 東京支店 バイスプレジデント

平成 17 年 １月 ㈱エコマテリアル 監査役

平成 18 年 12 月 同社 取締役兼財務執行役員（CFO）

平成 24 年 ２月 同社 代表取締役 CFO（現任）

７
加
か

藤
とう

光
みつ

利
とし

(昭和 33 年３月 20 日生)

同 当社 取締役（現任）

0 株

昭和 59 年 ５月 Touche Ross & Co. Hong Kong 入社

昭和 61 年 １月 プライスウォーターハウス シドニー事務
所 入社

昭和 63 年 12 月 同社 香港事務所

平成 ６年 ７月 同社 監査担当シニア・マネジャー

平成 14 年 １月 CCIF CPA Ltd 入社

平成 15 年 10 月 同社 プラクティシング・ディレクター

平成 20 年 ３月 AIP Partners C.P.A. Limited 入社プラク
ティシング・ディレクター（現任）

８
トーマス・イップ
(昭和 36 年３月 22 日生)

平成 24 年 ２月 当社 取締役（現任）

0 株
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（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．社外取締役候補者の選定理由について

当社は委員会設置会社であります。委員会設置会社は、取締役会が経営の監督に特化

するとともに、監査役制度に代わり、社外取締役が過半数を占める指名委員会、監査委

員会、報酬委員会の三つの委員会を設置して経営の透明性の向上を図り、業務執行に専

従する機関として執行役を置き、「経営の監督機能」と「業務執行機能」とを明確に分

離し、両者を有効に機能させる組織機構であります。そのため委員会設置会社では複数

の社外取締役を選任する必要がありますが、当社では取締役会機能の一層の強化を目指

し、６名の選任をお願いするものです。

また、上記の社外取締役候補者はいずれも会社法第２条第 15 号に定める社外取締役

の要件を満たしております。

①堀場勝英氏は、企業経営経験が豊富であり経営分野で幅広い知識と高い見識を有して

おります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた経営者

としての知識・経験および見識に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためで

あります。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の時

をもって２年９か月であります。

②高野一郎氏は弁護士であり、他の企業の社外監査役を務めております。同氏を社外取

締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた法律の専門家としての知識・経

験に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためであります。同氏は現在当社の

社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の時をもって２年９か月でありま

す。

③牛島憲明氏は、ビジネス経験および経営経験が豊富であり、企業経営に関し幅広い知

識と経験を有しております。同氏を社外取締役候補者とした理由は、その経歴で培わ

れた見識を経営の監督とチェック機能に活かしていただきたいためであります。同氏

は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の時をもって２年９

か月であります。

④吉田行雄氏は税理士であり、他の企業の社外監査役を務めております。同氏を社外取

締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた税務・会計に関する専門的な知

識・経験に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためであります。同氏は現在

当社の社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の時をもって２年９か月で

あります。

⑤加藤光利氏は、企業経営経験が豊富であり経営分野で幅広い知識と高い見識を有して

おります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた経営者

としての知識・経験および見識に基づく経営の監督とチェック機能を期待したためで

あります。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の時

をもって２年３か月であります。

⑥トーマス・イップ氏は香港公認会計士であり、香港でタックスアドバイザーを務めて

おります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた税務・

会計に関する専門的な知識・経験に基づく経営の監督とチェック機能を期待したため

であります。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本株主総会終結の

時をもって２年３か月であります。

４．社外取締役との責任限定契約について

該当事項はありません。
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附属資料

香港証券取引所上場規則 13.74 により、取締役選任議案において株主への開示を求められてい

る事項で、第 2号議案に記載されていない該当事項は、次のとおりであります。

１．取締役候補者の任期

次回の定時株主総会終結時までの１年間

２．取締役候補者の年間報酬額（案）

佐藤 洋治氏 12,600,000 円
佐藤 公平氏 42,000,000 円
堀場 勝英氏 6,000,000 円
高野 一郎氏 6,000,000 円
牛島 憲明氏 6,000,000 円
吉田 行雄氏 6,000,000 円
加藤 光利氏 6,000,000 円
トーマス・イップ氏 6,000,000 円

３．取締役候補者と当社取締役、上級管理職または主要株主もしくは支配株主との関係

佐藤洋治氏および佐藤公平氏のそれぞれが支配株主の一人であり、この両名が兄弟であるこ

とを除き、候補者は互いに何らの財務、事業、親族またはその他の重要な関係も有しておりま

せん。更に、佐藤一族(以下４.（1）注5.に定義)のそれぞれは支配株主であり、佐藤洋治氏の

親族であります。

４．取締役候補者の当社および当社関連企業における持分

本招集通知の日付現在で、証券先物条例のPart XVのDivision 7および8に基づき当社および

証券取引所に通知する必要がある、または証券先物条例(香港法第571章、以下「SFO」)第352

条に基づき株主名簿に登録する必要がある、または上場発行体の取締役による証券取引に関す

る標準規範(以下「標準規範」)に基づき当社および証券取引所に通知する必要がある、候補者

の当社もしくは何れかの関連企業(SFOのPart XVに定義、以下同じ)の株式、原株および債券に

おける持分およびショートポジションは以下のとおりとなります。

(1) 当社における持分

取締役候補者の氏名 持分の種類
保有する当社株
式数(1)

当社における持
分比率(2)

佐藤 洋治氏(「佐藤氏」) 実質所有持分(3) 162,522,560
支配企業における持分(3) 95,810,000
配偶者の持分(3) 760
その他(5) 192,335,800

450,669,120 60.668%

佐藤 公平氏 実質所有持分(4) 55,139,680
その他(5) 395,529,440

450,669,120 60.668%

牛島 憲明氏 実質所有持分 838,000 0.113%
高野 一郎氏 実質所有持分 20,000 0.003%
吉田 行雄氏 実質所有持分 140,000 0.019%



- 56 -

注:

1. 記載されている持分は全てロングポジションです。

2.2014年3月31日現在の当社発行済株式数は742,850,360株です。

3.佐藤氏は当社株式162,522,560株を実質所有しております。佐藤氏の妻、佐藤 恵子氏

は当社株式760株を実質所有しており、当該持分はSFOに基づき、佐藤氏の持分と見な

されます。当社株式を95,810,000株保有するリッチオ株式会社は、佐藤氏が99.9%の株

式を保有し支配する会社です。

4.佐藤一族(以下に定義)の一人である佐藤 公平氏は、2013年6月25日に代表執行役に選

任されました。佐藤 公平氏は55,139,680株を実質所有しております。

5. 佐藤一族は、佐藤 恵子氏(佐藤氏の妻)、西脇 八重子氏(佐藤氏の姉)、佐藤 政洋氏(佐

藤氏の弟)、佐藤 茂洋氏(佐藤氏の弟)、佐藤 公平氏(佐藤氏の弟)、佐藤 清隆氏(佐藤

氏の叔父)から成ります。佐藤一族は当社株式192,336,560株の受益者です。佐藤一族

の各自は佐藤氏および互いの一族であるため、佐藤氏が保有する当社株式を保有して

いると見なされ、佐藤氏は佐藤一族の各自が保有する当社株式を保有していると見な

されます。

上記で開示されている内容を除き、本招集通知の日付現在で、何れの候補者もSFOの第352

条に基づき保管することが求められる当社株主名簿に記録する、もしくは標準規範に基づき

当社および証券取引所に通知する必要がある、当社もしくは何れかの関連企業(SFOのPart XV

に定義)の株式、原株および債券における持分またはショートポジションも有しておらず、

または有しているとは見なされません。

(2) 関連企業における持分

何れの候補者も、何れかの当社関連企業の株式、原株もしくは債券における持分もしく

はショートポジションも有しておりません。

５．規則 13.51(2)に基づく追加情報

本招集通知の日付現在で、開示されている内容を除き、何れの候補者も本招集通知の日付の

直前の3年間に香港もしくは海外の証券取引所に有価証券が上場されている公開会社の取締役

を務めたことはなく、上場規則の規則13.51(2)(h)から13.51(2)(v)の規定要件に基づき開示す

べき候補者に関する他の情報は存在せず、また当社株主および証券取引所が注意を払うべき他

の事項も存在しません。

６．規則 3.13 に基づく独立要件

取締役候補者の堀場勝英氏、高野一郎氏、吉田行雄氏、加藤光利氏およびトーマス・イップ

氏は、香港証券取引所上場規則に基づく独立非常勤取締役であります。

当社は、上場規則3.13に基づき各独立非常勤取締役から独立性に関する確認を得ており、当

社より独立していると考えております。

堀場勝英氏、高野一郎氏、吉田行雄氏、加藤光利氏およびトーマス・イップ氏は、2013年6

月25日から本招集通知の日付現在まで当社社外取締役を務めております。当社取締役は、(i)

当社日本法顧問である曽我法律事務所から確認を得たとおり、堀場勝英氏他四氏は当該日本法

に基づき社外取締役として業務執行を行う事を認められておらず、(ⅱ) 堀場勝英氏他四氏は、

当社、取締役、代表執行役、主要株主、支配株主、各子会社ならびに各々の関連者とは独立関

係にあることから、上場規則3.13(7)に該当する者ではありません。

以 上
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第３号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である新橋監査法人及び清和監査法人は、本株主総会

終結の時をもって任期満了となります。

ところで、当社は、香港証券取引所上場時より海外向けアニュアルレポ

ートに掲載している連結財務諸表に国際財務報告基準（IFRS）を適用して

まいりましたが、国内財務報告における国際財務報告基準任意適用要件の

緩和を受け、平成 26 年 3 月期連結会計年度より国内財務報告においても

国際財務報告基準（IFRS）を採用することとし、IFRS に準拠した連結計算

書類を作成することにしております。

それに伴い、現状の共同監査体制に代えて、IFRS ベースの会計監査につ

いてより効率的に監査できる体制を構築するため、現会計監査人である新

橋監査法人及び清和監査法人を本株主総会において再任しないものとし、

新たに、海外大手監査法人と提携しているあらた監査法人を会計監査人と

して選任することをお願いするものであります。なお、本議案は、監査委

員会の決定に基づいております。

あらた監査法人の主たる事務所の所在、沿革および概要は、次のとおり

であります。

(平成 26年３月 31 日現在)

名 称
あらた監査法人

(英文名称：PricewaterhouseCoopers Aarata)

事 務 所 主たる事務所の所在地 東京都中央区銀座８丁目 21 番１号

沿 革
平成 18 年６月
平成 18 年７月

あらた監査法人設立
業務開始

資本金 18 億 4,100 万円

概 要

構成人員
パートナー 110 名
公認会計士 758 名
会計士補・全科目合格者 367 名
US CPA・その他専門職員 497 名
事務職員 317 名

合 計 2,049 名
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第４号議案 香港証券取引所上場規則に基づく監査人選任の件

当社の香港証券取引所上場規則に基づく監査人である RSM Nelson

Wheeler Certified Public Accountants は、本株主総会終結の時をもっ

て任期満了により退任されますので、新たに監査人の選任をお願いするも

のであります。なお、本議案は、監査委員会の決定に基づいております。

監査人の候補者は、第３号議案と同様、あらた監査法人であります。

以 上
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会場 東京都荒川区西日暮里二丁目２７番５号

株式会社ダイナム本部ビル

電話 ０３ー５８５０－３６６０

交通 JR 山手線・京浜東北線・常磐線 「 日暮里駅 」

日暮里・舎人ライナー

駅前ロータリー

（東口）

至西日暮里 至上野

定時株主総会会場ご案内図

JR 日暮里駅

マクド
ナルド

尾久橋通り

ステーション プラザ タワー

そば屋

コンビニ セブ
ン-イレブン

日暮里・
舎人ライ
ナー
日暮里駅

ステーション ポート タワー

郵便局

ひぐらし
小学校

バス停

三井住友
銀行

りそな銀行

コンビニ
サンクス

ステーション ガーデン タワー

コンビニ ファ
ミリーマート

ダイナム
本部ビル

信号

信号
信号

信号


